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令和４年（行ヒ）第２９６号 情報不開示決定取消等請求事件 

令和５年１０月２６日 第一小法廷判決 

            

            主     文 

原判決中上告人敗訴部分を破棄する。 

前項の部分につき、被上告人の控訴を棄却する。 

訴訟の総費用のうち、第１審、第１次控訴審、第１次上

告審及び第２次控訴審の費用は、これを２分し、その１

を上告人の負担とし、その余を被上告人の負担とし、本

件上告の費用は、被上告人の負担とする。 

            理     由 

上告代理人武笠圭志ほかの上告受理申立て理由について 

１ 本件は、東京拘置所に未決拘禁者として収容されていた被上告人が、行政機

関の保有する個人情報の保護に関する法律（令和３年法律第３７号による廃止前の

もの。以下「行政機関個人情報保護法」という。）に基づき、東京矯正管区長に対

し、被上告人が収容中に受けた診療に関する診療録に記録されている保有個人情報

（以下「本件情報」という。）の開示を請求したところ、同法４５条１項所定の保

有個人情報に当たり、開示請求の対象から除外されているとして、その全部を開示

しない旨の決定（以下「本件決定」という。）を受けたことから、本件決定は違法

であると主張して、上告人を相手に、その取消しを求めるとともに、国家賠償法１

条１項に基づく損害賠償を求める事案である。 

第１審及び第１次控訴審は、本件情報は、行政機関個人情報保護法４５条１項所

定の保有個人情報に当たり、同法１２条１項の規定による開示請求の対象から除外

されるから、本件決定は適法であるとして、被上告人の請求をいずれも棄却すべき

ものとした。 

これに対し、第１次上告審は、刑事施設に収容されている者（以下「被収容者」
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という。）が収容中に受けた診療に関する保有個人情報（以下「被収容者診療情

報」という。）は行政機関個人情報保護法４５条１項所定の保有個人情報に当たら

ないとし、本件情報は同法１２条１項の規定による開示請求の対象となる旨判断し

て、第１次控訴審判決を破棄し、本件を原審に差し戻した。 

２ 第２次控訴審である原審の適法に確定した事実関係等の概要は、次のとおり

である。 

 行政機関個人情報保護法４５条１項は、刑事事件等に係る裁判、検察官等が

行う処分、刑又は保護処分の執行等に係る保有個人情報については、同法１２条１

項を含む同法第４章の規定を適用しない旨規定する。 

 被上告人は、平成２８年１月２５日、被告人として千葉刑務所に収容され、

同年７月２０日、同刑務所から東京拘置所に移送された。 

被上告人は、平成２９年５月１２日、法務大臣から権限又は事務の委任を受けた

東京矯正管区長に対し、本件情報の開示を請求したが、東京矯正管区長は、同年６

月１５日付けで、被収容者診療情報は行政機関個人情報保護法４５条１項所定の保

有個人情報に当たるとの見解に立脚して、本件情報の全部を開示しない旨の本件決

定をした。 

 東京矯正管区長は、第１次上告審判決の後、本件決定を全部取り消すととも

に、本件情報の一部を開示する旨の決定をした。 

３ 原審は、上記事実関係等の下において、本件訴えのうち本件決定の取消請求

に係る部分につき、訴えの利益を欠くとして却下する一方、本件決定は行政機関個

人情報保護法に反し違法であるとした上で、要旨次のとおり判断し、損害賠償請求

を一部認容した。 

法務大臣及び法務省矯正局の担当者（以下「法務省の担当者等」という。）は、

被収容者診療情報は行政機関個人情報保護法４５条１項所定の保有個人情報に当た

るとの解釈を採用し、法務省において組織として当該解釈を周知していたものであ

り、全国の矯正管区長は、当該解釈に従って、被収容者の医療記録に関する開示の
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可否を判断してきた実態があるから、法務省の担当者等に職務上の注意義務違反が

認められれば、本件決定は国家賠償法１条１項の適用上も違法と評価することが相

当である。しかるところ、行政機関個人情報保護法４５条１項の規定の文言から

は、直ちに、被収容者診療情報が同項所定の保有個人情報に当たると読み取ること

はできないこと等からすれば、上記のような解釈を採用すべき相応な根拠は見当た

らず、法務省の担当者等において、その職務上尽くすべき注意義務を尽くしていれ

ば、被収容者診療情報は同項所定の保有個人情報に当たらないとの解釈を採用すべ

きものと認識することができたというべきであり、法務省の担当者等は職務上の注

意義務に違反したものというべきである。 

したがって、本件決定は、国家賠償法１条１項の適用上も違法である。 

４ しかしながら、原審の上記判断は是認することができない。その理由は、次

のとおりである。 

本件決定は、本件情報に係る開示請求を受けた東京矯正管区長において、行政機

関個人情報保護法４５条１項の解釈を誤り、被収容者診療情報は同項所定の保有個

人情報に当たるとの見解に立脚して行ったものであるが、そのことから直ちに、本

件決定につき国家賠償法１条１項にいう違法があったとの評価を受けるものではな

く、東京矯正管区長が本件決定をする上において、職務上通常尽くすべき注意義務

を尽くすことなく漫然と判断したと認め得るような事情がある場合に限り、上記評

価を受けるものと解するのが相当である（最高裁平成元年（オ）第９３０号、第１

０９３号同５年３月１１日第一小法廷判決・民集４７巻４号２８６３頁参照）。 

そこで検討すると、本件決定当時、公表されていた裁判例や情報公開・個人情報

保護審査会の答申は、いずれも被収容者診療情報が行政機関個人情報保護法４５条

１項所定の保有個人情報に当たるとの見解を採っていたことがうかがわれる上、第

１次上告審が判示した理由と同旨の解釈を示す文献等があったこともうかがわれな

い。そして、被収容者診療情報について、刑事事件に係る裁判の内容の実現等に付

随する作用に関するものとみる余地があることは否定し難く、上記見解が同項の文
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理に反するものであるとまではいえないし、第三者による前科等の審査に用いられ

るなどの弊害の発生を防止するという同項の趣旨に照らしても、被収容者診療情報

が開示されることになれば収容中に診療を受けた事実、ひいては前科等の存在が明

らかになることからすると、上記見解が不合理であるとまではいえない。 

そうすると、本件決定当時、東京矯正管区長が立脚した上記見解に相当の根拠が

なかったとはいえず、東京矯正管区長が本件決定をする上において、職務上通常尽

くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と判断したと認め得るような事情があると

はいえない。なお、本件決定当時、法務省の担当者等が、東京矯正管区長に対し、

通達等をもって上記見解を採用すべきことを命じていたなどの事情はうかがわれな

い以上、本件決定の国家賠償法上の違法性に係る判断は、東京矯正管区長とは別の

公務員である法務省の担当者等が職務上通常尽くすべき注意義務を尽くしたか否か

によって左右されるものではない。 

以上によれば、本件決定につき国家賠償法１条１項にいう違法があったというこ

とはできない。 

５ 以上と異なる原審の上記判断には、判決に影響を及ぼすことが明らかな法令

の違反がある。論旨は理由があり、原判決中上告人敗訴部分は破棄を免れない。そ

して、以上に説示したところによれば、被上告人の損害賠償請求は理由がなく、こ

れを棄却した第１審判決は結論において正当であるから、上記部分につき被上告人

の控訴を棄却すべきである。 

 よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官 岡 正晶 裁判官 山口 厚 裁判官 深山卓也 裁判官   

安浪亮介 裁判官 堺  徹)


